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＜平成２８年度の取組状況＞ ＜現状と課題＞

＜求められる対応＞

避難地域の課題解決に向けた市町村との連携

◇ 国と連携した避難地域市町村訪問の実施（３人４脚）
○避難地域等となっている市町村の帰還に向けた環境整備のた

め、市町村が抱える課題の解決を目的とした協議などを実施

：協議等の回数51回

◇ 避難地域市町村の各種計画策定への県職員の参画
○避難地域市町村復興計画策定等へ委員等として県職員が参画

：8市町村28回

◇ 避難指示解除に向けた取組

○南相馬市、葛尾村、川内村、飯舘村、川俣町、浪江町、富岡町

の避難指示解除に向けて、各市町村の復興加速化円卓会議や住

民懇談会等に出席

：7市町村102回

◇ 避難地域１２市町村将来像提言の実現のための取組

○将来像提言の主要個別項目の具体化・実現に向けて進捗管理を行

うため、フォローアップ会議・有識者検討会を実施

：フォローアップ会議１回、有識者検討会２回

〈主体：国・県・市町村〉

◇ 避難地域１２市町村の広域連携に向けた取組
○避難地域１２市町村の広域連携について議論するため、１２市町村等

をメンバーとする広域連携検討会・幹事会を実施

：広域連携検討会２回、同幹事会２回

１ 震災から６年以上が経過し、避難指示が解除され帰還に向け

た取組を進める地域、帰還困難区域を抱え将来的な帰還を目

指す地域が存在し、地域ごと自治体ごとに異なる課題を抱え

ている。

２ 国では、帰還困難区域のうち、５年を目途に、避難指示を解除

し居住を可能とすることを目指す「特定復興再生拠点区域」を

各市町村の実情に応じて適切な範囲で設定することとしている。

３ 避難地域１２市町村将来像提言の実現に向けた取組が必要。

１ 住民帰還に向けた環境整備が進むよう、市町村単独では解決が

困難な課題に対応するため、 国・県が訪問による協議を継続して

行い、課題の解決に取り組む。

２ 帰還困難区域の復興・再生に向けた市町村による中長期的な

構想をしっかり受けとめ、国・県が市町村の計画・取組を最大限

に支援する。

３ 将来像提言の実現に向け、国、県、市町村等の事業主体が連携

して取り組み、フォローアップ会議等により、進捗管理を行い、新

たな課題についても協議を行いながら、課題の解決につなげて

いく。



 
 
 
■ 平成２８年度における人的支援の状況（実績） 
 

○ 総務省スキーム（全国市長会・全国町村会の協力）による
全国の市町村からの職員派遣 

     １３市町村   ６１名 
○ 独自ルート（市町村間の防災協定等）による全国の市町村
からの職員派遣 

     １２市町村  ５７名 
○ 福島県からの派遣（職員及び任期付職員） 

１３市町村  ５４名 
○ 他都道府県からの派遣（職員及び任期付職員） 

   １１市町村  ３０名 
○ 復興庁からの派遣（任期付職員） 

    １３市町村  ４５名 
○ その他       １２市町村  ４３名 

派遣総数    ２９０名 

 
■ 平成２９年度における人的支援の状況（H29.4.1 現在） 
 

○ 総務省スキーム（全国市長会・全国町村会の協力）による
全国の市町村からの職員派遣 

     １２市町村   ５５名 
○ 独自ルート（市町村間の防災協定等）による全国の市町村
からの職員派遣 

     １１市町村  ４２名 
○ 福島県からの派遣（職員及び任期付職員） 

  １４市町村  ５０名 
○ 他都道府県からの派遣（職員及び任期付職員） 

１１市町村  ３１名 
○ 復興庁からの派遣（任期付職員） 

   １１市町   ２１名 
○ その他       １１市町村  ３２名 

派遣総数    ２３１名 
（要望総数   ２６９名） 

 
 

 

■ 平成２９年度における福島県からの直接的支援 
 ○ 県職員・県任期付職員の派遣  

いわき市、相馬市、南相馬市、川俣町、広野町、楢葉町、 
富岡町、川内村、大熊町、双葉町、浪江町、葛尾村、新地町、
飯舘村 
（１４市町村 合計５０名） 
双葉地方広域市町村圏組合に２名派遣 
＜業務内容＞ 

    被災市町村における東日本大震災及び原子力災害からの復
旧・復興等の一時的に増加する業務に従事 

 
 ○ 駐在員の配置 

南相馬市、川俣町、広野町、楢葉町、富岡町、川内村、大熊
町、双葉町、浪江町、葛尾村、飯舘村に配置 
（１１市町村 合計１１名） 

   ＜業務内容＞ 
    帰還困難区域、居住制限区域又は避難指示解除準備区域が設

定された市町村の帰還及び復興の支援に関する業務に従事 
 
■ その他の支援 
○ 被災市町村職員採用試験合同説明会を実施（東京都ほか） 
○ 各都道府県の市長会等訪問による職員派遣要請を実施 
○ 被災自治体復興状況視察事業を実施 
○ 県ＯＢ職員及び県内市町村ＯＢ職員の情報提供・マッチングを 
実施 

○ 被災市町村職員確保対策等連絡会議を実施 
 

被災市町村における人的支援の状況 



１．県内市町村の平成２９年度普通会計当初予算の状況（速報）

２．平成２８年度の主な地方財政措置
○ 震災復興特別交付税（59市町村、466.7億円）：震災からの復旧・復興事業に係る地方負担分等を通常の特別交付税と別枠で配分。
○ 東日本大震災復興交付金（10市町、46.2億円）：津波等による著しい被害を受けた地域が単なる災害復旧にとどまらない、復興のための地域づく
りをする上で必要となる事業を一括化し、被災地の取組を支援。
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 ＜主な要因＞ 

  ・積立金（対前年度比104.6億円、63.1％増）・・・帰還環境整備交付金や復興交付金などの基金積立による増 

  ・物件費（同972億円、29％減）・・・除染関係業務委託（生活圏や農地除染業務委託）等の減   

市町村における財政状況と復興財源の確保 

 総額1兆926億4,336万円で、対前年度比9.8％減（市部、町村部ともに減）となった。帰還環境整備交付金などの復旧・復興関連基金
積立による積立金が増となる一方で、生活圏や農地の除染対策事業終了による物件費及び災害復旧事業費の減などにより、総額で減と
なっている。 

 ＜参考＞会津地方：対前年度比2.1％増、中通り地方：同13.1％減、浜通り地方：同8.8％減 
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復興・再生を進める市町村の課題とその対応

 避難指示が解除され帰還に向け環境

整備に取り組む地域、帰還困難区域

を抱え長期避難を経て将来的に帰還

を目指す地域があり、各々が抱える

課題や状況が異なる。

 被災市町村において任期付職員等の

採用など、自ら職員確保に取り組ん

でいるものの、避難指示解除等の動

きにより、復興業務が増大しており、

引き続き人員不足への対応が必要

 住民帰還に向けた復旧・復興需要の

拡大や復興・創生のための事業の実

施に伴い、引き続き財源の確保が必

要

○ 避難地域市町村の復興に向け、中長期

的視点、広域的視点を持ち、市町村・国

と一体となって、課題解決に取り組んで

いく。

○ 被災市町村に対して、県から職員を派

遣する直接的な支援のほか、全国の自治

体からの職員派遣の調整や県内市町村Ｏ

Ｂ職員のマッチングを行うなど、引き続

き職員確保を支援していく。

○ 市町村の復興・創生に向けた事業の着

実な推進、適切な執行管理に向け、引き

続き必要な助言等を行っていく。

求められる対応新たな課題
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